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市
の
予
算
は
次
の
３
種
類
に
分
け

ら
れ
ま
す
。

●
一
般
会
計

市
の
運
営
の
中
心
と

な
る
会
計

●
特
別
会
計

保
険
料
や
使
用
料
な

ど
、
そ
の
事
業
内
で
独
自
の
収
入
が

あ
る
も
の
に
係
る
会
計

●
公
営
企
業
会
計

自
治
体
が
公
共

の
利
益
を
目
的
と
し
て
経
営
す
る

「
企
業
」に
係
る
会
計
で
、
本
市
で
は

水
道
事
業
が
該
当

★
歳
入
科
目
の
用
語
解
説

①
自
主
的
な
収
入

②
国
や
県
か
ら
交
付
さ
れ
た
り
、
割

り
当
て
ら
れ
た
り
す
る
収
入

③
市
民
が
納
め
る
市
の
税
金

④
翌
年
度
へ
繰
り
越
す「
決
算
上
の

繰
越
金
」

⑤
基
金
や
特
別
会
計
な
ど
、
一
般
会

計
以
外
か
ら
繰
り
入
れ
た
も
の

⑥
ほ
か
の
ど
の
歳
入
科
目
に
も
含
ま

れ
な
い
収
入
を
ま
と
め
た
も
の

⑦
行
政
財
産
や
公
共
施
設
の
使
用
・

利
用
の
対
価
と
し
て
、
そ
の
使
用

者
・
利
用
者
が
支
払
う
も
の（
市

営
住
宅
の
家
賃
、
公
民
館
の
使
用

料
な
ど
）

⑧
特
定
の
事
業
の
財
源
と
し
て
、
そ

の
事
業
で
利
益
を
受
け
る
人
か
ら

徴
収
す
る
も
の（
保
育
園
の
保
育

料
な
ど
）

⑨
⑩
事
業
に
対
し
て
、
国
や
県
が
交

付
す
る
も
の

⑪
一
時
的
に
多
額
の
費
用
が
か
か
る

事
業（
都
市
整
備
や
施
設
建
設
）を

実
施
す
る
た
め
に
、
市
が
国
や
金

融
機
関
な
ど
か
ら
長
期
に
わ
た
り

借
り
入
れ
す
る
も
の

⑫
市
民
が
納
め
た
消
費
税
の
一
部
を

財
源
と
し
て
県
が
交
付
す
る
も
の

市
の
財
政
の
収
支
状
況「
平
成

年
度
決
算
報
告
」「
新
地
方
公
会
計
制
度
に
よ
る
財
務

２４

書
類
」「
健
全
化
判
断
比
率
」「
資
金
不
足
比
率
」「
平
成

年
度
上
半
期
予
算
執
行
状
況
」を

２５

お
知
ら
せ
し
ま
す
。

一
般
会
計

歳入（６１８億２３９万円）
６３億１５９９万円⑨国庫支出金

②
依
存
財
源

１２３億６９４万円個人
市民税

③市税

①
自
主
財
源

３２億４５９９万円⑩県支出金３６億９１６０万円法人
２０億６７００万円⑪市債１５９億９８５４万円計
１９億５１６０万円⑫地方消費税交付金１５８億６３３２万円固定資産税
１２億８７９６万円その他の依存財源３８億３３２８万円その他

３５６億９５１４万円計
３６億４６６７万円④繰越金
３１億４４１７万円⑤繰入金
２３億７３５０万円⑥諸収入
１０億３０３６万円⑦使用料および手数料
７億１８５１万円⑧分担金および負担金
３億２５５０万円その他の自主財源

歳出（５７４億４４７９万円）
２７億１８８７万円公債費１９３億８０７０万円民生費
１７億８１０２万円消防費９６億６７００万円土木費
１５億７４８３万円農林水産業費７２億６８２４万円教育費
６億２３４０万円商工費７２億３１６万円総務費
６億４８７７万円その他６５億７８８０万円衛生費

◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆

■問諮財政課（緯〈７１〉２２１０）

蚊 広報あんじょう 2013.12.1

都市計画税の使い道
一般財源のうち都市
計画税からの充当金額

事業費のうち
一般財源事業費事業内容事業名称

２０６０万円４４５７万円１億１４５７万円荒曽根公園・桜井中央公園・桜井区画整
理地区内公園整備事業公園整備事業

７４０万円１５９５万円２億５２１６万円里浜屋・二本木中・桜井区画・南明治区
画工区面整備事業など下水道事業

９億８９８０万円２１億２４２７万円５６億３０００万円安城北部・安城桜井駅周辺特定・安城南
明治第一・第二土地区画整理事業市街地開発事業

１２億２４７万円２５億７９６５万円２５億７９６５万円公債費（都市計画事業分）公債費
２２億２０２７万円４７億６４４４万円８５億７６３８万円計

入湯税の使い道
一般財源のうち入湯税
からの充当金額

事業費のうち
一般財源事業費事業内容事業名称

１００万円７０２８万円７０２８万円観光協会支援事業など観光振興事業

支出収入区分
２７億３９７３万円３０億４４９０万円収益的収支
１２億５２１７万円３億６７８３万円資本的収支

収益的収支施公営企業の経営活動により発生する収
入支出
資本的収支施施設を建設・整備するための収入支出
※本市の公営企業会計は水道事業のみ。

歳出歳入会計名（事業）
１４０億９０５９万円１４３億７９５９万円国民健康保険

１００万円２８７万円土地取得
５億９５１１万円６億５４９５万円有料駐車場
４１億８９３８万円４１億８９４２万円下水道
３億９９７０万円８億１２３４万円北部土地区画

整理 ２２億１４８５万円２２億６２８６万円桜井駅
周辺特定

５０６８万円５０６８万円農業集落排水
７１億６４７９万円７２億３２６万円介護保険
１４億４１８２万円１４億５０５９万円後期高齢者医療
３０１億４７９２万円３１０億６５６万円計

財政分析指標でみる安城市

財政力指数 １．１８（平成２５年度単年度）
財政力を示す指標。「１」を超えるほど財政力が強い。
経常収支比率 ７７．６％
財政構造の弾力性を示す指標。より低い方が望ましい。
実質公債費比率 ３．５％（３カ年平均）
公債費の財政負担状況を示す指標。１８％を超えないこと
が望ましい。

特
別
会
計

市民一人当たりの財政状況
６万７２８３円個人市民税

３１万４０５５円一般会計で使われたお金

１２万３４６７円貯金（一般会計基金現在高）

１０万６１５４円借金（一般会計市債現在高）

公
営
企
業
会
計市民一人当たりの歳出

１万４８６４円公債費１０万５９５６円民生費

９７３７円消防費５万２８５０円土木費

８６１０円農林水産業費３万９７３６円教育費

３４０８円商工費３万９３８０円総務費

３５４７円その他３万５９６７円衛生費

※平成２５年３月３１日現在の人口１８万２９１３人で算出。

◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆



◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆

俄広報あんじょう 2013.12.1

市民一人当たりに換算した資産・負債額と純資産比率

増減（+０．４％）平成２３年度末
（１８万２２３３人）

平成２４年度末
（１８万２９１３人）区分

△８０００円
（△０．３％）２９４万７０００円２９３万９０００円市民一人当たりの資産額

△１万７０００円
（△４．９％）３４万９０００円３３万２０００円市民一人当たりの負債額

+０．５％８８．２％８８．７％純資産比率
※純資産比率＝純資産（アーイ）÷資産（ア）

５３７５億８０００万円資産（ア）
市が保有している財産で、平成２５年度以降の
行政サービスに投入・提供できる金額

３９７億４０００万円金融資産
６０億２０００万円資金〈Ａ〉
２６１億９０００万円基金・積立金
３４億６０００万円未収金（税金など）
４０億６０００万円その他（定期預金など）

１２１１億７０００万円事業用資産
市役所、学校、総合斎苑、デンパークなどの
土地・建物や物品などの価値

３７６６億７０００万円インフラ資産
道水路、上下水道、ごみ処理施設、公園など
の土地や設備の価値

６０７億６０００万円負債（イ）
資産を形成するために拠出した金額のうち、
借入金など将来世代の負担として残ってい
る金額

４５７億円市債
５億９０００万円借入金
９４億４０００万円退職給付引当金

５０億４０００万円
その他（民間病院
移転新築事業補助
金など）

純資産（アーイ）〈Ｂ〉
４７６８億１０００万円

資産を形成するために拠出した金額のうち、
これまでの世代がすでに負担した金額であ
り、将来返済する必要がないもの

市にどれだけの財産があるか、その内訳がどのようなものかを表しています。本市
の資産は５３７６億円、負債は６０８億円。資産から負債を差し引いた純資産が４７６８億円であ
ることが分かります。

連結貸借対照表（バランスシート） 平成２５年３月３１日現在

■
企
業
会
計
と
同
じ
方
式

国
が
進
め
る
地
方
公
会
計
制
度
改

革
に
基
づ
き
、
企
業
会
計
の
よ
う
に
、

発
生
主
義
や
複
式
簿
記
の
考
え
方
を

導
入
し
た
平
成

年
度
決
算
版
の
４

２４

つ
の
財
務
書
類
を
連
結
ベ
ー
ス
で
作

成
し
ま
し
た
。

こ
れ
に
よ
り
、
出
資
団
体
な
ど
の

関
連
団
体
を
含
め
た
市
全
体
の
財
務

状
況
が
把
握
で
き
ま
す
。

■
４
つ
の
財
務
書
類

財
務
書
類
は
、
財
産
残
高
を
表
す

「
連
結
貸
借
対
照
表（
バ
ラ
ン
ス
シ
ー

ト
）」と
、
資
金
や
資
産
な
ど
の
増
減

を
表
す「
連
結
行
政
コ
ス
ト
計
算
書
」

「
連
結
純
資
産
変
動
計
算
書
」「
連
結

資
金
収
支
計
算
書
」の
４
つ
で
構
成

し
て
い
ま
す
。

■
連
結
の
範
囲

市
の
一
般
会
計
、
特
別
会
計
、
水

道
事
業
会
計
、
衣
浦
東
部
広
域
連
合

（
消
防
）、土
地
開
発
公
社
、
安
城
都

市
農
業
振
興
協
会（
デ
ン
パ
ー
ク
）、

三
河
安
城
駐
車
場
株
式
会
社
、
社
会

福
祉
協
議
会
を
連
結
し
て
い
ま
す
。

市
民
一
人
当
た
り
に
換
算
し
た
資

産
・
負
債
の
額
と
純
資
産
比
率

本
市
の
純
資
産
比
率
は
約
８９

％
で
、
将
来
世
代
の
負
担
は
低

く
抑
え
ら
れ
て
い
ま
す
。

◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆

峨 広報あんじょう 2013.12.1

７２４億円経常費用 行政サービスに要した費用
１３１億円人件費（人にかかるコスト）

１１４億５０００万円物件費（物にかかるコスト）
９１億７０００万円経費（業務委託やサービスにかかるコスト）

１４億円業務関連経費（利息の支払いなど）
２１６億９０００万円保険給付など（国民健康保険、介護保険など）
１５５億９０００万円民間・市民への補助・扶助など
９１億２０００万円経常収益など 行政サービスの利用者が負担する使用料・手数料など

６３２億８０００万円純行政コスト〈Ｃ〉
（市民一人当たりの純行政コスト３４万６０００円）

４７３４億４０００万円平成２３年度末残高
７２１億４０００万円純資産の増加（１）

純資産を増加させた原因
３８６億６０００万円税収
６９億５０００万円社会保険料
１６８億８０００万円国・県などからの補助金
９１億３０００万円負担金や寄付金の受け取り
５億１０００万円その他

６８７億６０００万円純資産の減少（２）
純資産を減少させた原因

６３２億８０００万円純行政コスト〈C〉
４５億２０００万円インフラ資産の減価償却
９億６０００万円資産の除却など
３３億８０００万円当期変動額（１）－（２）

４７６８億１０００万円平成２４年度末残高〈Ｂ〉

５６億７０００万円平成２３年度末残高

１３８億５０００万円
経常的収支（行政サー
ビス実施により生じる
資金収支）

△１０１億８０００万円
資本的収支（固定資産
の購入や売却による資
金収支）

△３３億２０００万円
財務的収支（借入や返
済により生じる資金収
支）

６０億２０００万円平成２４年度末残高〈Ａ〉

連結行政コスト計算書 平成２４年４月１日～平成２５年３月３１日
一年間の行政サービスを、どのような形でどれだけ実施したかをコスト面から表しています。
行政サービスに要した費用には、人件費や物件費などの費用と、金銭の給付による支出があります。
そして、行政コストからサービス利用者が負担する使用料・手数料など（施設使用料や証明書発行の手

数料など）を差し引いたものが、純行政コストです。これは、市が一年間で皆さんに提供した行政サービ
スのうち、税金などで負担した金額となります。

連結純資産変動計算書
平成２４年４月１日～平成２５年３月３１日

連結貸借対照表（バランスシート）の純資産〈Ｂ〉の、
一年間の増減を表しています。

税収や保険料、国・県からの補助金などで増加し、
行政サービスの実施で減少することが分かります。

連結資金収支計算書
平成２４年４月１日～平成２５年３月３１日

連結貸借対照表（バランスシート）の資金〈Ａ〉
の、一年間の増減を表しています。

連結資金収支計算書は市が作成している「歳
入歳出決算書」に類似するもので、市の活動を
現金の動きで把握することができます。

いずれの財務書類も、金額を四捨五入しているた
め、積み上げ合計と一致しないところがあります。

◆

◆

◆

◆

◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆

◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆

◆
◆
◆
◆
◆
◆
◆
◆

◆
◆
◆
◆
◆
◆
◆
◆

■問諮財政課（緯〈７１〉２２１０）



公
営
企
業
会
計
の
水
道
事
業
会
計

や
特
別
会
計
の
う
ち
、
下
水
道
事
業・

農
業
集
落
排
水
事
業
・
土
地
区
画
整

理
事
業
に
つ
い
て
、
会
計
ご
と
に
比

率
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計
算
。
資
金
不
足（
赤
字
）の
割

合
を
示
す
指
標
。
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こ
の
比
率
は
、
赤
字
や
借
入
金
の
額
な
ど
を
も
と
に
、
自
治
体
の「
財
政
の

健
全
さ
」を
数
値
と
し
て
表
し
た
も
の
で
す
。

い
ず
れ
も
、
計
算
し
た
比
率
が
少
な
い
ほ
ど
、
そ
の
自
治
体
の
財
政
は
健
全

な
状
態
に
あ
る
と
い
え
ま
す
。

財
政
状
況
が
悪
化
し
、
比
率
が
法
律
で
定
め
ら
れ
た
基
準（
早
期
健
全
化
基

準
・
財
政
再
生
基
準
・
経
営
健
全
化
基
準
）を
超
え
る
と
、
財
政
破
綻
を
防
ぐ

た
め
、
改
善
に
向
け
た
取
り
組
み
が
義
務
付
け
ら
れ
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

早期健全化基準安城市指標

１１．５８％－
（△８．７４％）①実質赤字比率

１６．５８％－
（△２０．１７％）②連結実質赤字比率

２５％３．５％③実質公債費比率

３５０％－
（△６９．９％）④将来負担比率

※赤字がない比率は算定されませんが、参考として（ ）内に黒
字の比率を表記しました。

経営健全化基準安城市会計名

２０％－

水道事業会計
下水道事業特別会計
農業集落排水事業特別会計
安城北部土地区画整理事業特別会計
安城桜井駅周辺特定土地区画整理事業
特別会計
※比率は、各会計の事業の収益に対する割合です。
※いずれの会計も資金不足がないため数値は算定されません。

総評
いずれの指標でも基準を大きく下回り、市全体の財政状況は、極め
て健全であるといえます。
しかし、財政を取り巻く状況は依然として大変厳しく、当面は従来
のような税収は期待できないと考えられます。
このことを十分認識し、今後も健全な財政運営を維持できるように
努めていきます。

健
全
化
判
断
比
率

資
金
不
足
比
率

◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆

一
般
会
計
を
中
心
と
し
て
、
次
の

①
～
④
の
比
率
を
計
算
し
ま
す
。
そ

れ
ぞ
れ
の
比
率
は
、
標
準
財
政
規
模

（
全
国
統
一
の
ル
ー
ル
に
よ
り
税
収

を
ベ
ー
ス
に
計
算
し
た
、
本
市
の
標

準
的
収
入
額
）に
対
す
る
割
合
で
す
。

①
実
質
赤
字
比
率
：
一
般
会
計
な
ど

の
赤
字
の
割
合
を
示
す
指
標

②
連
結
実
質
赤
字
比
率
：
全
て
の
会

計
の
赤
字
の
比
率
を
示
す
指
標

③
実
質
公
債
費
比
率
：
一
般
会
計
な

ど
が
負
担
す
る
借
入
金
の
返
済
額

な
ど
の
割
合
を
示
す
指
標（
３
年

平
均
）

④
将
来
負
担
比
率
：
一
般
会
計
な
ど

が
将
来
負
担
す
べ
き
借
入
金
の
残

高
な
ど
の
割
合
を
示
す
指
標
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９
月

日
現
在
の
予
算
執
行
状
況

３０

を
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

９月３０日現在の人口
１８万３５５２人

９月３０日現在の世帯数
７万９８世帯

１人当たりの市税
１１万３９０３円

１世帯当たりの市税
２９万８２５６円

歳出歳入

支出率予算額款別収入率予算額款別

３７％２０６億１２６７万円民生費６２．２％３３６億３８７２万円市税

２１．２％１０３億９６２万円土木費３８．６％７１億８０４２万円国庫支出金

３６％７９億３８３０万円教育費１００％４３億５７６０万円繰越金

４２．３％７１億９５４８万円総務費１８．７％２９億３２３０万円県支出金

２４．３％６８億９７６１万円衛生費０．０％２４億３００万円市債

４９．３％２８億４６３２万円公債費０．０％２２億９９１０万円繰入金

４２．１％１８億３４１２万円消防費２９．６％２２億９３２６万円諸収入

３６％１２億１４万円農林水産業費
５６．７％１９億７８００万円地方消費税

交付金 ６１．２％５億８２２６万円商工費

５４％４億２６３７万円議会費
５１．７％９億８０９８万円使用料およ

び手数料 ６３．６％１億７０４７万円労働費

０．０％１億２１４０万円その他４１．８％２０億７１３８万円その他

３４．４％６０１億３４７６万円計５２．８％６０１億３４７６万円計

特別会計
支出済額収入済額予算額会計名（事業）
６１億３７６７万円５８億８１０１万円１４８億１１００万円国民健康保険

０円１９３万円５００万円土地取得
２９５７万円１億７０５９万円２億２７００万円有料駐車場

１６億１５０７万円７億８６３万円４４億８９３０万円下水道
２６６５万円４億２２７９万円３億８０００万円北部

土地区画
整理 １０億５８１万円３億４５６６万円２５億２９２７万円桜井駅

周辺特定
２１０４万円１２５９万円５２００万円農業集落排水

３１億９４２１万円２８億９６０２万円７７億７０００万円介護保険
３億２４４万円５億９３６２万円１５億１２００万円後期高齢者医療

１２３億３２４６万円１１０億３２８４万円３１７億７５５７万円計

公営企業会計（水道事業）
執行済額予算額区分
１５億１７３６万円２９億１３００万円収益的収入
７億８７４９万円２８億２６００万円収益的支出
９１２１万円２億７３００万円資本的収入

７億２２０５万円１７億８７００万円資本的支出

市有財産
２４８万３５２４釈土地
５２万１１８３釈建物
４８万２１００釈山林

５４８７弱立木
３２７０万円有価証券

２８０億７４８２万円基金

市債の現在高
１８１億４６７０万円一般会計
２３８億３１６６万円特別会計
１６億２９３３万円公営企業会計
４３６億７６９万円計

一
般
会
計

特
別
会
計
・
公
営
企
業
会
計

◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆

■問諮財政課（緯〈７１〉２２１０）


